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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期
第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

第63期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 (百万円) 64,455    25,847 11,710    10,581 69,485

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 9,834    △6,356 △35     △1,634 6,118

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) 2,473    △6,802 △3,169    △1,669 1,001

純資産額 (百万円) ― ― 99,445    90,971 97,161

総資産額 (百万円) ― ― 126,565    115,816 123,657

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,034.24  1,860.961,987.55

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) 50.59 △139.15 △64.84 △34.16 20.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 78.6 78.5 78.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,906  11,498 ― ― 9,511

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,279  △2,446 ― ― △6,446

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円)

　
2,378  △2,447 ― ― 2,732

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 46,126  54,662 48,561

従業員数 (人) ― ― 2,057 1,914 2,010

（注）１　売上高は消費税等を含んでおりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」につきましては潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(人) 1,914　

（注）「従業員数」は、当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向者を含

む就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 1,570　

（注）「従業員数」は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

電子部品組立機事業 6,795 △31.0

工作機械事業 536 △80.7

その他の事業 227 △35.6

合計 7,559 △41.8

（注）金額は販売価格であり、消費税等を含んでおりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％)受注残高(百万円)前年同四半期比(％)

電子部品組立機事業 10,936 132.8 4,019 94.1

工作機械事業 1,081 210.7 1,631 △49.9

その他の事業 135 △10.2 111 △33.9

合計 12,154 133.9 5,762 4.9

（注）金額は消費税等を含んでおりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

電子部品組立機事業 9,909 6.9

工作機械事業 522 △77.3

その他の事業 148 8.5

合計 10,581 △9.6

（注）１　金額は消費税等を含んでおりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)
アッセンテック　インターナ
ショナル　カンパニーリミテッ
ド(中国)

― ― 1,651 15.6

アメリカンテック　カンパニー
リミテッド(香港)

― ― 1,603 15.2

双日株式会社 ― ― 1,078 10.2

（注）　前第３四半期連結会計期間において、総販売実績に対する割合が100分の10未満のものは記載を省

略しております。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出に若干の明るさが見られるものの、個人消費や設備投

資の低迷により依然として厳しい状況で推移いたしました。また、世界経済におきましては、アジアでは中国を中心

に大型景気対策等による民間の投資・消費意欲の向上等、持ち直しの動きが広がっている一方、欧米諸国では景気

の下げ止まりが見られるものの、雇用情勢等の下振れリスクもあり、引き続き深刻な状況にあります。

このような環境のなかで、当グループは、新たなるチャレンジ精神のもと、次世代技術の探求や、価格競争力のあ

る差別化製品の遅滞なき開発を推進してまいりました。また、国内外の販売網やサービス網の強化により、顧客満足

度の向上ならびにマーケットシェアの拡大を図り、生産量の急激な変動に対応できる生産体制の構築に努め、更な

る経費削減等に取組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は、前第３四半期連結会計期間と比較し、1,129百万円（9.6

％）減の10,581百万円となりました。また、損益につきましては、前第３四半期連結会計期間と比較し、営業損益は

1,729百万円の損失（前年同四半期：営業損失227百万円）、経常損益は1,634百万円の損失（前年同四半期：経常

損失35百万円）、四半期純損益は1,669百万円の損失（前年同四半期：四半期純損失3,169百万円）となりました。

　

①　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

電子部品組立機事業

携帯電話・ノート型パソコン・薄型テレビ等のエレクトロニクス市場を取巻く環境は持ち直しつつあり、主要顧

客である大手携帯電話メーカー・大手ＥＭＳ（電子機器受託生産企業）等の設備投資が回復してきたことによ

り、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高は638百万円（6.9％）増の9,909百万円となりました。営業損益

につきましては、価格競争の激化等により、442百万円の損失（前年同四半期：営業利益866百万円）となりまし

た。

　

工作機械事業

工作機械業界全体として国内外の需要が低迷するなか、当グループの主要顧客である自動車業界の設備投資への

抑制が長期化している影響により、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高は1,779百万円（77.3％）減の

522百万円、営業損益は714百万円の損失（前年同四半期：営業損失547百万円）となりました。

　

その他の事業

主に制御機器製造、電子基板受託生産及びソフトウェア開発であり、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高

は11百万円（8.5％）増の148百万円、営業利益は19百万円（67.0％）減の９百万円となりました。

　

②　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本

日本経済は依然として厳しい状況で推移いたしましたが、輸出を中心としてゆるやかに回復してきたことによ

り、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高は424百万円（5.5％）増の8,131百万円となりました。営業損益

につきましては、価格競争の激化等により、1,086百万円の損失（前年同四半期：営業損失522百万円）となりま

した。

　

北アメリカ

米国経済は個人消費や住宅投資が持ち直し局面に入ってきたと思われるものの、設備過剰感の強い状況のなか

で、設備投資が低調に推移した結果、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高は943百万円（33.6％）減の

1,863百万円、営業利益は32百万円（74.9％）減の11百万円となりました。
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ヨーロッパ

欧州では景気の下げ止まりが見られるものの、設備投資が引き続き低水準で推移した結果、前第３四半期連結会

計期間と比較し、売上高は625百万円（53.6％）減の541百万円、営業利益は355百万円（89.8％）減の40百万円と

なりました。

 

アジア

中国を中心に景気が回復するなか、代理店の販売活動支援や技術サービス及び修理・メンテナンス等のアフター

サービスを充実させたことにより、前第３四半期連結会計期間と比較し、売上高は15百万円（53.7％）増の43百

万円、営業利益は12百万円増の14百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、営業活動による

キャッシュ・フローの増加が投資活動によるキャッシュ・フローと財務活動によるキャッシュ・フローの減少の

合計を上まわり、54,662百万円となりました。

なお、これには当第３四半期連結会計期間における資金の換算差額のプラスの影響額201百万円が含まれており

ます。

 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,636百万円（前年同四半期：126百万円）となりました。これは主に、たな

卸資産の減少、仕入債務の増加等のプラス要因が、税金等調整前四半期純損失等のマイナス要因を上まわっ

たことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は282百万円（前年同四半期：△1,232百万円）となりました。これは主に有形

固定資産取得による支出等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は458百万円（前年同四半期：5,917百万円）となりました。これは主に配当金

の支払によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業特性と企業価値の源泉を十分に理解し、当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを可能とする者である必要があると考え

ております。

また、株式会社の支配権の移転を伴う大量の株式買付行為の提案に応じるか否かの判断は、当該株式会社の株主

の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、大量の株式買付行為の中には、その目的から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付

けの条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しな

いもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に反するものも少なくありません。

当社は、このような株式買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であ

り、このような者による株式買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置をとることにより、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えております。
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② 基本方針の実現に資する取組み

(イ) 企業価値向上への取組み

当グループは、「我々は需要家の信頼に応え、たゆまぬ研究開発に努め、最高の技術を提供する」との社訓をも

とに、経営の基本理念を掲げ、株主、顧客、取引先及び社員にとって、より高い企業価値の創造に努めております。当

グループの基本理念は下記のとおりであります。

ⅰ　職務遂行の全ての場面において、法令・社会規範・定款・社内規則を遵守します。

ⅱ　たゆまぬ技術開発と品質向上で、より便利で快適な社会づくりに貢献する商品・サービスを提供します。

ⅲ　個人を尊重し、強いチームワークを育む明るい職場をつくります。

ⅳ　グローバルで革新的な経営により、未来への新たな事業フィールドを拓きます。

ⅴ　地球環境の保護が人類共通のテーマと認識し環境に配慮した企業活動を行います。

当グループは、1959年の創業以来、「電子部品組立機」「工作機械」等の産業用機械装置メーカーとして、世界

の携帯電話・ＰＣ等のデジタル機器メーカーならびに自動車メーカー等に最高の技術とサービスを提供してまい

りました。近年、技術革新の進展に伴う顧客要求の多様化や市場のグローバル化、更には価格競争の激化や設備投

資需要の変動等、事業環境が厳しさを増すなかで、当グループは、市場競争を勝ち抜くためのコストの低減、営業・

サービス体制の強化、開発・製造プロセスの改革を推進し、顧客ニーズに対応したリーディングエッジ製品の継続

的な市場投入により競合他社との差別化を図り、収益性の向上及び安定化に向けた事業構造改革に取組んでまい

りました。

当グループは、中長期経営戦略として、事業環境や市場要求の変化に迅速かつ柔軟に対応し、信頼される確かな

技術・品質に基づいた高付加価値製品を顧客に継続的に供給するため、更なる製品競争力の向上に取組み、収益性

の向上及び安定化を目指してまいります。具体的な重点施策は下記のとおりであります。

ⅰ　研究開発力の強化

ⅱ　コスト競争力の強化

ⅲ　マーケティング・販売力の強化

ⅳ　人材の育成と活用

ⅴ　コーポレート・ガバナンスの強化　

以上の戦略を中期的な施策として掲げ、社会環境や安全性に十分配慮し、当グループ一丸となって実行していく

ことが当社の企業業績の向上、また当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の向上につながり、基本方針

に資するものと考えております。

 

(ロ) コーポレート・ガバナンスの取組み

当グループは、株主、顧客、取引先及び社員にとってより高い企業価値の創造に努めることを最重要課題と認識

し、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる組織体制と公正かつ透明性のある経営システムの構築・充実な

らびにリスク・コンプライアンス体制の強化を図ることに努めております。

その実現のために、経営の意思決定機能と業務の執行機能を分離し、経営のスピード化と責任の明確化を図るた

め、執行役員制度を導入し、執行役員への権限委譲を行うとともに業務の執行責任を持たせ、定例及び臨時経営業

務執行会議にて業務の執行の報告及び方針の決定を行っております。また、当社は、取締役の経営責任を明確にし、

経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制を確立することを目的として、取締役の任期を選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする旨を定款に定めておりま

す。加えて、一層の経営の透明性の確保と、取締役会による経営監督機能の強化を図るため、独立性の高い社外取締

役を選任しております。

更に、コンプライアンスの全社的な統括推進組織として、代表取締役社長を委員長とした「リスク・コンプライ

アンス委員会」を設置し、各部門におけるリスク管理体制の整備を支援し、全社的な視点から部門横断的なリスク

管理体制の整備を推進するとともに、品質のリスクにつきましては「品質管理委員会」、企業の社会的責任に係る

環境及び安全衛生等のリスクにつきましては「環境管理委員会」、「安全衛生委員会」等を設置してリスク管理

に努めております。また、代表取締役社長を最高責任者とする「内部統制会議」を設置し、財務報告に係わる内部

統制の構築、整備、運用、評価を統括しております。上記に加えて、監査役とは別に、代表取締役社長直轄の内部監査

室が各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報告しております。また、子会社を含めた経

営業務執行会議を定期的に開催し、当社の取締役会において子会社の経営状況の報告を受け、子会社の経営及び業

務が適正に行われていることを確認していることに加え、内部監査室が、子会社の業務の執行が適正に行われ、子

会社を含めたコンプライアンス体制及びリスク管理体制が適正に運営されていることを監査し、その結果を代表

取締役社長に報告しております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組み

当社株券等の大規模買付行為等に関する対応方針（以下「本対応方針」という。）は、上記①に記載した基本方

針に沿って、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させる目的を持って導入されるもの

であります。当社取締役会は、大量の当社株式買付行為が行われる場合に、不適切な買付行為でないかどうかを株主

の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために買付者と交渉を行うこ

と等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組

みが必要であるとの結論に至りました。また、当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保又は

向上の観点から当社取締役会が必要と判断した場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件につ

いて交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

当社は、このような考え方に立ち、平成20年５月15日開催の取締役会において、本対応方針を決議し、同年６月27

日開催の第62期定時株主総会において、株主の皆様より承認、可決されました。

その概要は以下のとおりであります。

　

(イ) 本対応方針に係る手続の設定

本対応方針は、(a)当社が発行者である株券等の保有者の議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株

券等の買付け等、又は結果として(b)当社が発行者である株券等の買付け等を行う者及びその特別関係者の議決権

割合が20％以上となるような当社株券等の買付け等（以下「大規模買付行為等」という。）を行い、又は行おうと

する者（以下、「大規模買付者」という。）に対して、当該大規模買付行為等に関する必要な情報の事前の提供及

びその内容の評価・検討等に必要な期間を確保したうえで、当社取締役会が必要と判断した場合には、大規模買付

者との間で大規模買付行為等に関する条件について交渉し、当社取締役会として、株主の皆様へ代替案を提示する

等の対応を行っていくための手続を定めております。

 

(ロ) 新株予約権無償割当て等の対抗措置

本対応方針は、大規模買付者に対して当社株券等の大規模買付行為等に関するルール（以下「大規模買付ルー

ル」という。）を遵守することを求めるとともに、大規模買付ルールを遵守しない場合、また大規模買付ルールが

遵守されている場合であっても大規模買付行為等が当社に回復し難い損害を与える等、当社株主の皆様の共同の

利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を守る

ことを目的として、かかる大規模買付行為等に対する対抗措置の発動を決議することがあり、その対抗措置とし

て、原則、新株予約権の無償割当てを株主の皆様に行うものであります。ただし、会社法その他の法令及び当社の定

款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられ

ることもあります。

 

(ハ) 独立委員会の設置

大規模買付ルールを遵守して一連の手続が進行されたか否か、及び大規模買付ルールが遵守された場合に当社

の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、又は向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の

対抗措置を講じるか否かにつきましては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正

性を担保するために、当社は、独立委員会規則に従い、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置

し、その勧告を最大限尊重するものといたしました。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、社

外取締役、社外監査役又は社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者

又は取締役、執行役若しくは監査役として経験のある社外者等をいう。）の中から、当社取締役会が選任する３名

以上の委員から構成されるものといたしました。

 

(ニ) 株主及び投資家の皆様に与える影響等

本対応方針導入時には、対抗措置の発動は行われておらず、株主及び投資家の皆様の有する当社株式に係る法的

権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響は与えておりません。また、当社取締役会が対抗措置の発動を決定

し、本新株予約権の無償割当ての決議を行った場合は、別途定められる基準日における最終の株主名簿に記載又は

記録された株主の皆様に対し、別途定められる効力発生日において本新株予約権が無償にて割当てられます。本新

株予約権の無償割当て時においても株主及び投資家の皆様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈

化は生じるものの、保有する当社の株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当社の株式１株当たりの議決権

の希釈化は生じないことから、当社取締役会は株主及び投資家の皆様の有する当社の株式全体に係る法的権利及

び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることを想定しておりません。
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(ホ) 本対応方針の有効期間、継続及び変更

本対応方針の有効期間は、平成23年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとしております。

ただし、有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本対応方針を廃止又は変更する旨の決議が行われ

た場合、又は当社取締役会において本対応方針を廃止又は変更する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はそ

の時点で廃止又は変更されるものといたしました。

 

④ 上記②・③の各取組みに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

当社取締役会は、本対応方針が、以下の理由により、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の皆様の共同

の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

 

(イ) 基本方針の実現に資する取組み（上記②）について、企業価値向上への取組み、及びコーポレートガバナンス

の取組みといった各施策は、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための具体的

方策として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものであること。

　

(ロ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組

み（上記③）について、本対応方針は、大規模買付行為等が行われる場合に、不適切な買付行為でないかどうか

を株主の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために大規模買付

者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保し、向上

させるための枠組みであること。

 

(ハ) 本対応方針は経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」に定める三原則を充足していること。

 

(ニ) 本対応方針は株主総会の承認を得ており、当社株主総会又は取締役会により廃止又は変更することができるこ

と等、株主意思を重視するものであること。

 

(ホ) 独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置されており、本対応方針の発動に際しては、独立委

員会の判断を重視していること。

 

(ヘ) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件を設定していること。

 

(ト) 第三者専門家の意見を取得することができるとされていること等により、当社取締役会の判断の公正さ、客観

性がより強く担保されていること。

 

(チ) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと。

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、1,376百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 195,000,000

計 195,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,911,874 48,911,874
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 100株

計 48,911,874 48,911,874 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 48,911 ― 5,878 ― 5,413

　

（５）【大株主の状況】

平成21年12月４日付でモルガン・スタンレー証券株式会社及び共同保有者である４社から大量保有報告書

にかかる変更報告書が関東財務局に提出されており、平成21年10月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができ

ておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株式数
(千株)

株式保有割合
(％)

モルガン・スタンレー証券株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 ― ―

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インターナショナル・
ピーエルシー

25 Cabot Square, Canary Wharf, London
E14 4QA, United Kingdom

105 0.22

モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・リミテッド

25 Cabot Square, Canary Wharf, London
E14 4QA, United Kingdom

1,486 3.04

モルガン・スタンレー・アセット・
マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 1,657 3.39

モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・カンパニー

One Marina Boulevard #28-00, Singapore
018989

137 0.28

計 ― 3,387 6.93
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、直前の基準日である平成21年９月30日現在で記載しております。

　

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    　27,500 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  48,822,100

　　　　　　
488,221 ―

単元未満株式 普通株式 　 　62,274 ― ―

発行済株式総数 48,911,874 ― ―

総株主の議決権 ― 488,221 ―

（注）　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式31株を含めております。

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

富士機械製造株式会社 愛知県知立市山町茶碓山19番地 27,500 ― 27,500 0.06

計 ― 27,500 ― 27,500 0.06

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 920 1,300 1,331 1,190 1,330 1,260 1,223 1,215 1,162

最低(円) 762 830 1,036 1,015 1,091 1,050 921 940 941

（注）　株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

専務執行役員
資材調達本部本部長　
資材内製加工本部・技術開発
センター・人事部・総務部・
ＩＳＯ推進室管掌　

取締役

専務執行役員
資材調達本部本部長　
資材内製加工本部本部長
技術開発センター・人事部・
総務部・ＩＳＯ推進室管掌　

青　木　眞　德 平成21年８月１日

取締役
執行役員
工作機械事業本部本部長　
資材内製加工本部本部長　

取締役
執行役員
工作機械事業本部本部長　

波々伯部　之夫 平成21年８月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会

計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至

　平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）に係る四半期

連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期

連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 50,442 42,171

受取手形及び売掛金 ※1
 8,291 7,377

有価証券 5,000 7,300

商品及び製品 3,012 3,706

仕掛品 3,708 7,736

原材料及び貯蔵品 11,546 18,101

その他のたな卸資産 40 49

その他 1,306 6,468

貸倒引当金 △76 △80

流動資産合計 83,272 92,831

固定資産

有形固定資産 ※2
 16,999

※
 18,181

無形固定資産 2,726 2,128

投資その他の資産

投資有価証券 11,288 8,890

その他 1,528 1,626

投資その他の資産合計 12,817 10,516

固定資産合計 32,543 30,826

資産合計 115,816 123,657

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,151 592

1年内償還予定の社債 5,000 －

1年内返済予定の長期借入金 1,500 3,000

未払法人税等 102 58

製品保証引当金 890 1,504

その他 3,432 4,788

流動負債合計 12,077 9,943

固定負債

社債 10,000 15,000

退職給付引当金 2,767 1,552

固定負債合計 12,767 16,552

負債合計 24,845 26,496
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,878 5,878

資本剰余金 5,413 5,413

利益剰余金 80,698 88,478

自己株式 △42 △41

株主資本合計 91,947 99,729

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 134 △2,196

為替換算調整勘定 △1,111 △371

評価・換算差額等合計 △976 △2,567

純資産合計 90,971 97,161

負債純資産合計 115,816 123,657
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 64,455 25,847

売上原価 42,247 22,497

売上総利益 22,208 3,349

販売費及び一般管理費 ※
 13,062

※
 10,003

営業利益又は営業損失（△） 9,145 △6,653

営業外収益

受取利息 299 193

受取配当金 231 198

受取賃貸料 229 －

為替差益 164 －

法人税等還付加算金 － 102

雑収入 86 115

営業外収益合計 1,012 609

営業外費用

支払利息 113 162

社債発行費 143 －

支払手数料 59 33

為替差損 － 99

雑支出 6 16

営業外費用合計 323 312

経常利益又は経常損失（△） 9,834 △6,356

特別利益

固定資産処分益 43 54

投資有価証券売却益 － 21

投資有価証券償還益 － 8

その他 － 4

特別利益合計 43 89

特別損失

固定資産処分損 277 60

減損損失 － 269

投資有価証券評価損 1,856 47

その他 4 －

特別損失合計 2,137 377

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

7,739 △6,645

法人税、住民税及び事業税 2,881 57

法人税等調整額 2,385 99

法人税等合計 5,266 157

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,473 △6,802
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 11,710 10,581

売上原価 7,961 8,759

売上総利益 3,748 1,822

販売費及び一般管理費 ※
 3,976

※
 3,551

営業損失（△） △227 △1,729

営業外収益

受取利息 105 56

受取配当金 77 63

受取賃貸料 85 －

為替差益 107 22

雑収入 15 20

営業外収益合計 391 164

営業外費用

支払利息 35 51

社債発行費 143 －

支払手数料 18 11

雑支出 2 5

営業外費用合計 199 68

経常損失（△） △35 △1,634

特別利益

固定資産処分益 6 28

投資有価証券償還益 － 8

その他 － 4

特別利益合計 6 41

特別損失

固定資産処分損 40 38

投資有価証券評価損 1,545 0

特別損失合計 1,586 39

税金等調整前四半期純損失（△） △1,615 △1,632

法人税、住民税及び事業税 △1,225 32

法人税等調整額 2,779 5

法人税等合計 1,554 37

四半期純損失（△） △3,169 △1,669
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

7,739 △6,645

減価償却費 1,909 1,801

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,092 1,215

受取利息及び受取配当金 △530 △391

支払利息 113 162

固定資産処分損益（△は益） 233 5

投資有価証券評価損益（△は益） 1,856 47

売上債権の増減額（△は増加） 10,749 △990

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,449 11,145

仕入債務の増減額（△は減少） △2,537 606

未収消費税等の増減額（△は増加） 256 1,210

その他 △1,896 △259

小計 15,537 7,908

利息及び配当金の受取額 530 391

利息の支払額 △116 △192

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △10,045 3,390

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,906 11,498

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,370 △2,666

有形及び無形固定資産の売却による収入 77 230

投資有価証券の取得による支出 △772 △241

定期預金の預入による支出 △317 △332

定期預金の払戻による収入 146 461

その他 △42 101

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,279 △2,446

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △2,581 △1,500

社債の発行による収入 6,855 －

配当金の支払額 △1,891 △946

その他 △4 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,378 △2,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,136 △503

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,869 6,100

現金及び現金同等物の期首残高 43,256 48,561

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 46,126

※
 54,662
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書)

前第３四半期連結累計期間まで独立科目で掲記しておりました「受取賃貸料」は、営業外収益総額の100分の20以下

でありますので、当第３四半期連結累計期間では「雑収入」に含めて表示しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の「受取賃貸料」は16百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書)

前第３四半期連結会計期間まで独立科目で掲記しておりました「受取賃貸料」は、営業外収益総額の100分の20以下

でありますので、当第３四半期連結会計期間では「雑収入」に含めて表示しております。

なお、当第３四半期連結会計期間の「受取賃貸料」は６百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

繰延税金資産の回収可能性

の判断

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められますので、前連結会計年度決算

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理をしております。従って当

第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日のた

め、四半期連結会計期間末日満期手形が以下の科目に

含まれております。

受取手形 40百万円

―――――――

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 24,586百万円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 23,312百万円

なお、減損損失累計額が減価償却累計額に含まれて

おります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

製品保証引当金繰入額 394百万円

従業員給料手当 2,744百万円

研究開発費 3,930百万円

従業員給料手当 2,310百万円

研究開発費 3,909百万円

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

製品保証引当金繰入額 37百万円

従業員給料手当 817百万円

研究開発費 1,540百万円

従業員給料手当 825百万円

研究開発費 1,376百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在) (平成21年12月31日現在)

現金及び預金勘定 31,203百万円

有価証券勘定(譲渡性預
金)

15,800百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金

△877百万円

現金及び現金同等物 46,126百万円

　

現金及び預金勘定 50,442百万円

有価証券勘定(譲渡性預
金)

5,000百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金

△780百万円

現金及び現金同等物 54,662百万円

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平

成21年12月31日）
　
１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 48,911千株
　
２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 27　千株
　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 488 利益剰余金 10.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月10日
取締役会

普通株式 488 利益剰余金 10.00 平成21年９月30日 平成21年12月10日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
電子部品
組立機事業
(百万円)

工作機械事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,271 2,301 137 11,710 ― 11,710

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 224 224 (224) ―

計 9,271 2,301 361 11,934 (224) 11,710

営業利益又は営業損失(△) 866 △547 28 347 (574) △227

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
電子部品
組立機事業
(百万円)

工作機械事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,909 522 148 10,581 ― 10,581

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 80 80 (80) ―

計 9,909 522 229 10,661 (80) 10,581

営業利益又は営業損失(△) △442 △714 9 △1,147 (581)△1,729
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
電子部品
組立機事業
(百万円)

工作機械事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

53,502 10,402 549 64,455 ― 64,455

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 1,154 1,154 (1,154) ―

計 53,503 10,402 1,704 65,610 (1,154)64,455

営業利益又は営業損失(△) 12,340△1,659 121 10,802 (1,656)9,145

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
電子部品
組立機事業
(百万円)

工作機械事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,846 1,665 336 25,847 ― 25,847

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 171 171 (171) ―

計 23,846 1,665 507 26,018 (171) 25,847

営業損失(△) △2,623 △2,159 △158 △4,941 (1,712)△6,653

（注）１　事業区分は、製品の種類・性質によっております。

２　各事業の主な製品

(1) 電子部品組立機事業　　電子部品自動装着機

(2) 工作機械事業　　　　　自動旋盤、専用機

(3) その他の事業　　　　　制御機器、電子基板受託生産、ソフトウェア開発

３　会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比べ、当第３四半期連結累計期間の「電子部品組

立機事業」の営業利益が93百万円減少し、「工作機械事業」の営業損失が498百万円増加しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。なお、この変更による損益への影響は

軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
(百万円)

北アメリカ
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,706 2,807 1,167 28 11,710 ― 11,710

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,980 5 16 31 2,033 (2,033) ―

計 9,687 2,813 1,183 59 13,743(2,033)11,710

営業利益又は営業損失(△) △522 43 396 1 △81 (145) △227

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本
(百万円)

北アメリカ
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,131 1,863 541 43 10,581 ― 10,581

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,433 ― 15 47 1,495 (1,495) ―

計 9,564 1,863 557 91 12,076(1,495)10,581

営業利益又は営業損失(△) △1,086 11 40 14 △1,020 (709)△1,729
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
(百万円)

北アメリカ
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

48,91110,3675,099 76 64,455 ―　 64,455

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

10,691 19 35 101 10,848(10,848) ―

計 59,60210,3865,135 178 75,303(10,848)64,455

営業利益 9,572 97 627 3 10,300(1,154)9,145

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本
(百万円)

北アメリカ
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,8464,455 1,443 101 25,847 ― 25,847

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,995 0 46 146 4,189 (4,189) ―

計 23,8414,455 1,489 248 30,036(4,189)25,847

営業利益又は営業損失(△) △4,981 △197 76 51 △5,051 (1,602)△6,653

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北アメリカ：アメリカ

(2) ヨーロッパ：ドイツ

(3) アジア：中国

３　会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、

「日本」500百万円、「北アメリカ」74百万円、「ヨーロッパ」18百万円それぞれ減少しております。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。なお、この変更による損益への影響は

軽微であります。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,667 1,666 3,186 265 7,786

Ⅱ　連結売上高(百万円)     11,710

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合(％)

22.8 14.2 27.2 2.3 66.5

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,743 725 6,691 633 9,793

Ⅱ　連結売上高(百万円)     10,581

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合(％)

16.5 6.9 63.2 6.0 92.6

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 11,251 9,085 28,058 2,436 50,832

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 64,455

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合(％)

17.5 14.1 43.5 3.8 78.9

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,312 1,800 16,368 1,168 23,649

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 25,847

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高
の割合(％)

16.7 7.0 63.3 4.5 91.5

（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北アメリカ：アメリカ・メキシコ等

(2) ヨーロッパ：ドイツ・ポーランド等

(3) アジア：中国・ベトナム等

(4) その他の地域：ブラジル等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,860.96円 １株当たり純資産額 1,987.55円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 50.59円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

きましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純損失金額(△) △139.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

きましては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) (百万円) 2,473 △6,802

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) 2,473 △6,802

期中平均株式数 (株) 48,886,918 48,884,473

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △64.84円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

きましては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △34.16円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

きましては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純損失(△) (百万円) △3,169 △1,669

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△) (百万円) △3,169 △1,669

期中平均株式数 (株) 48,886,068 48,884,175

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

富士機械製造株式会社(E01495)

四半期報告書

26/30



２【その他】

平成21年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額 488百万円

（ロ）１株当たりの金額 10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月10日

（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

富士機械製造株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 稲　越　千　束

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　浩　幸

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士機械製造株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用して四半期連結財務諸表を作成している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

富士機械製造株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 山　川　　　勝

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　浩　幸

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士機械製造株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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